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ポイント解説：賃金構造と賃金基準に関する新規制
(PERATURAN MENTERI KETENAGAKERJAAN 
NOMOR 1 TAHUN 2017 TENTANG STRUKTUR DAN 
SKALA UPAH)について

インドネシア労働省（The Ministry of Manpower 
and Transmigration）は2017年3月21日に、「賃金
構造と賃金基準に関する新たな規制（Peraturan 
Menteri Ketenagakerjaan Nomor 1 Tahun 2017 
Tentang Struktur Dan Skala Upah）」を公布しま
した。
多くの日系企業では既に賃金制度を整備・運用さ
れていると思われますが、本規制における要求事
項を踏まえて、一部見直し等が必要となる可能性も
あり、貴社における充足状況や影響をご確認くださ
い。本文中の意見に関する部分については、筆者の
私見であることをあらかじめお断りいたします。

【ポイント】
• インドネシアで事業を行う全ての企業は、賃金

制度を整備し、全従業員に通知することが義
務付けられました。（従来の労働省令（KEP.49/
MEN/2004）では、賃金制度の整備・通知は推
奨されてはいましたが、義務ではありませんで
した。)

• 賃金制度の整備・通知が完了していない企業
は、2017年10月23日までに対応を完了させる
必要があります。

• 会社規則(PP)・労働協約(PKB)の登録・変更に
関する届出を行う際に、賃金制度及び本規制の
遵守状況に関する文書を添付し提出する必要
があります。

• 違反企業には罰則が適用される旨が明記され
ました。

【企業への要求事項】
1. 賃金制度(職務ランク別給与テーブル)の 

整備・適用
インドネシアで事業を行う全ての企業は、職種・
職位・職務経験・教育・職能等に基づいた賃金
制度(職務ランク別給与テーブル)を整備するこ
とが求められます。賃金制度を整備していない
企業は、2017年10月23日までに整備する必要
があります。また、企業は、雇用関係を有する全
従業員に対して、当該賃金制度を適用する必要
があります。

KPMGによる解説

賃金制度の整備方法は、規制文書の中で例
示が記載されています。それらは、各人の職
務内容の重要性やその価値に応じて賃金
が決定される「職務給」の考え方に基づいた
アプローチです。人材流動性が高いインドネ
シアの労働環境では、企業には多様な職歴
を有した従業員が在籍することになります。
自社の賃金制度を、年齢や職歴にバラつき
が大きい従業員にとって納得性が高いもの
にするためにも、客観性が高く説得力のある

「職務給」の考え方・アプローチは有用だと
思われます。
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2. 全従業員への通知
全従業員に対して、各人が属するランク(職種
別・職位別)に適用される給与テーブルについ
て、個別に通知を行う必要があります。また、
従業員に対する通知を実施していない企業
は、2017年10月23日までに完了させる必要が
あります。

3. 当局への提出・報告
会社規則(PP)・労働協約(PKB)の登録・変更に
関する届出を行う際、自社の賃金制度を示した
文書、及び規制に対する遵守状況を示した文
書を添付することが求められています。また、賃
金制度の運用状況等については、各地の労働
省地方事務所がモニターすると規定されてい
ます。
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KPMGによる解説

各添付文書の様式・雛形や報告事項につい
ても、明記されていません。また、労働省地
方事務所によるモニタリング方法(頻度・タ
イミング等含む)についても、明記されてい
ませんが、自社の賃金制度の整備状況・運
用状況について、第三者に説明可能な状態
にしておくことが必要だと思われます。KPMGによる解説

どのような形で通知すべきかについては明
記されていませんが、実務的には、評価面談
時に評価結果・次年度の目標等と合わせて
説明するのが効率的かつ効果的だと思わ
れます。説明を実施した証跡として従業員か
ら署名を得ておくということも考えられます
が、従業員数が多い企業で、そのような運用
を実施することは現実的とはいえません。
実際の運用方法としては、被評価者に対す
る給与テーブルの説明が必須である旨を評
価者マニュアルに追記するといった制度整
備面での対応、及び評価者研修の実施など
による運用面での対応を企業の規模等に合
わせて選択することが有用だと思われます。

【罰則規定】
違反した場合には罰則の適用対象となることが規
定されています。具体的にどのような罰則が適用さ
れるか明記されていませんが、書面での警告、事業
活動に関する制約(事業ライセンスの新規発行・更
新手続きの停止等)、罰金などの罰則が想定されま
す。

【ダウンロード可能リンク先】
規制の全文は、下記リンクを開いたページからダウ
ンロードできます。
http://jdih.kemnaker.go.id/data_puu/susu.pdf


